
きめ細かな普及啓発と環境にやさしい
技術・製品の開発・利用を進めます。

環境に配慮したライフスタイルや
ビジネススタイルへの転換
〈現況〉

社会・経済活動の拡大や質の向上により、日常生活
や事業活動による地球環境への負荷が増大してきたこ
とから、本県では、環境に配慮した生活様式等への転
換を進めてきました。

県民の日常生活における環境配慮行動の状況につい
て、平成27年度の県政世論調査によると、琵琶湖の
清掃やヨシ刈り体験への参加、レジ袋をもらわないと
いった行動を行っていると回答した人が、全体の約8
割に上っています。また、県内の協力店でレジ袋の無
料配布を中止するなどの取組を進めてきた結果、買い
物時のマイバッグ持参率は89.9%（平成28年（2016
年）3月）まで向上しており、日常生活での身近な環境
配慮行動については、多くの県民に実践されるように
なりました。

また、事業活動における環境配慮行動としてグリー
ン購入の取組状況をみると、滋賀グリーン購入ネット
ワークの会員団体数はこれまで着実に増加し、他地域
の団体と比べ大きな規模へと成長しましたが、近年は
横ばいとなっています。（図表6）。

図表6　滋賀グリーン購入ネットワークの会員数

 （一社）滋賀グリーン購入ネットワーク資料より作成

さらに、家庭1世帯あたりのエネルギー使用量や県
民1人あたりのごみ排出量はともに減少傾向にあるこ
とから、県民等の環境配慮行動の効果が一定現れてい
ると考えられます（図表7）。

図表7　家庭1世帯あたりのエネルギー使用量、1人1日当たりごみ排出量

※ 平成24年度から総人口（住民基本台帳人口）に外国人人口を含むこととなりましたが、
上記の図表では平成23年度以前からの推移を示すため、外国人人口を含まない総人
口で算出した「1人1日当たりごみ排出量」を示しています。外国人人口を含んだ総人
口での値については、第7章をご覧ください。

〈課題および今後の取組〉
県民や事業者によって身近な環境配慮行動は一定取

り組まれるようになりましたが、全ての県民や事業者
に環境に配慮した生活様式・活動様式が定着すること
を目指し、さらに多くの主体に取組を促していく必要
があります。

そのため、県民や事業者が様々な場面で環境配慮行
動に取り組めるよう、各主体の状況に応じた、きめ細
やかな情報提供や普及啓発を進めます（図表8）。
図表8　地球温暖化対策・低炭素社会づくりに有効な手段についての県民意向

出典 : 平成26年度県政世論調査
■�環境意識や取組の段階に応じた切れ目のない
　普及啓発の実施
　県民等の環境配慮行動は、関心が低い人から積極的な
行動に至っている人まで、様々な段階にあるため、各主
体の段階に応じた普及啓発を行っていく必要があります。

環境配慮意識の低い人に対しては、まずは、本県の
自然環境が持つ価値や魅力を知ってもらい、暮らしと
の関わりを通して保全の重要性への理解を深めること
から始め、そのうえで、行動のきっかけとなるような
気軽に取り組める身近な環境配慮行動を提示していき
ます。一方で、既に行動している人に対しては、環境
配慮の具体的取組を増やしていく、環境家計簿などで
自己チェックや改善ができるようにするなど、新たな
段階の取組を提案していきます。

このように、環境意識や取組の度合いに応じた重層
的な普及啓発を、各段階に対し切れ目なく行うことに
より取組の全体的な底上げを図ります。

■実践と継続につながる効果的な情報の提供
環境配慮行動は、生活や事業活動の様々な場面で多

様な取組が存在する一方、その一つひとつは小さな取
組であることから、各主体ができる限り多くの取組を
選択し、継続的に実施していくことが重要です。

そのため行政は、それぞれの主体に応じた取組メ
ニューを、県民等の実践意欲や継続意欲につながるよ
うなかたちで提供する必要があります。

例えば、現在県が取り組んでいる、家庭や事業者等
を対象とした省エネ診断事業では、各受診者の現状お
よび取組の実践による CO2削減量や経済的なメリッ
トなどを数値により「見える化」し、具体的な取組メ
ニューと一体的に提供しています。これにより、受診
者は各取組の効果を理解しながら、自らが実践可能な
ものを選択することができます。

第2章　環境保全の視点が社会・経済活動に織り込まれた地域社会へ
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このような効果的な情報提供により、各主体の実践
と継続意欲を高めることで、環境配慮行動を広めてい
きます。

本県の環境関連技術の研究成果の活用
による環境保全と経済発展の両立
〈現況〉

本県では、琵琶湖等の環境保全に取り組みながら経
済発展を遂げるため、製造業や農業をはじめとした産
業界は高い環境意識のもと、早くから先駆的な環境保
全対策を進めてきました。その結果、環境保全のため
の優れた技術や経験が蓄積されるとともに、それらを
用いた様々な環境ビジネスが萌芽してきました。
　平成10年（1998年）より開催している環境産業見本
市「びわ湖環境ビジネスメッセ」では、出展者数・商談件
数とも堅調に推移するとともに、出展者・来場者の約半
数が県外の企業等となっており、本県が環境ビジネスの
一拠点へと成長したことがうかがえます（図表9）。　

また、特に近年は新エネや省エネといったエネル
ギー関連分野や水環境ビジネス分野の出展企業が増え
ており、本県でも電池産業を中心としたエネルギー関
連産業が集積している強みや、これまでの環境保全の
ノウハウ等を活かし、県内企業における低炭素化技術
等の環境関連技術の開発促進を進めています。

図表9　びわ湖環境ビジネスメッセの出展者数・商談件数

一方、農業においては、農薬等の使用量を抑えるな
ど環境に配慮した生産を行う「環境こだわり農業」に取
り組んでおり、農薬や化学肥料に代わる営農技術等の
確立や、琵琶湖をはじめとする周辺環境へ負荷をかけ
ない栽培方法の普及を進めてきました。食の安全・安
心に対する消費者ニーズの高まりとも相まって、平成
13 年（2001年）の環境こだわり農産物認証制度の開
始以降、取組が拡大しており、水稲においては作付面
積の約4割が環境こだわり農産物として栽培されてい
ます。（図表10）
図表10　環境こだわり農産物の栽培面積、水稲における環境こだわり農産物栽培面積の割合

　また、本取組により、化学合成農薬の使用量の削減
や農業排水対策の取組が進むなど、営農活動における
環境負荷が低減されています（図表11）。

図表11　県内における化学合成農薬使用量（※）の削減割合

〈課題および今後の取組〉
本県の環境関連産業や環境こだわり農業は着実に広

がりをみせており、琵琶湖や生物多様性、温暖化対策
といった環境保全に寄与しているため、これら産業等
のさらなる振興を図る必要があります。

そのため、関連技術や製品等の開発の促進および、
製品等の利用促進といった生産と消費の両面での取組
を進めます。

■�環境配慮製品等への価値観の向上による利用促進
　環境配慮製品や環境こだわり農産物、環境に配慮し
たサービスの利用促進には、製品等の市場化や流通・
販売ルートの拡大を進めるとともに、環境配慮製品等
に対する最終消費者の価値観の向上に努めていくこと
が重要と考えます。

環境こだわり農産物においては、継続的に購入する
消費者の割合は増加傾向にあるものの、平成26年度
の県政世論調査によると32% にとどまっています。
また、環境こだわり農産物の生産にかかる労力やコス
トは、一般的な農産物に比べ大きいものの、価格競争
等によってそれらを商品価格に十分転嫁できている状
況にはありません。

こうしたことから、環境こだわり農産物が持つ食の
安全・安心や環境保全といった付加価値を、食育や地
産地消の取組等を通じて啓発することで、環境配慮商
品に対する消費者の理解を促すとともに、継続的な利
用・購入に繋げます。

また、製造業等においては、環境配慮製品やサービ
スについては、県民や事業者に対するグリーン購入の
普及拡大を引き続き図るとともに、環境配慮製品の製
造といった低炭素社会づくりに貢献する事業活動を適
切に評価する手法として、「貢献量評価」の普及を進め、
環境に配慮した製品やサービスを提供する事業者の評
価・選択に繋げます。

■環境保全技術・製品等の開発促進
本県には、エネルギー関連技術のほか、浄化技術や

環境測定技術など、これまでの環境保全対策にて培わ
れた様々な環境関連技術があることから、これらの技術
の活用や製品・サービスの創出、また、関連技術の開
発や高度化を促進し、環境関連産業の振興を図ります。

例えば、水環境保全の分野においては、本県の企業

第１部

第
２
章
環
境
保
全
の
視
点
が
社
会
・
経
済
活
動
に
織
り
込
ま
れ
た
地
域
社
会
へ

滋賀の環境2016 13



環境にやさしいライフスタイルの推進

グリーン購入の推進 〈循環社会推進課〉

商品の購入やサービスの提供を受ける際に、必要性を
十分考慮し、価格や品質だけでなく環境のことを考え、
環境への負荷ができるだけ少ないものを優先的に購入す
る「グリーン購入」は、循環型社会の構築に重要な役割を
担っています。

本県では、平成6年（1994年）から全国に先駆けてグ
リーン購入を率先して実行しています。また、平成14
年（2002年）には「グリーン購入法」の施行を踏まえ「グ
リーン購入基本方針」を定めています。

さらに、一般社団法人滋賀グリーン購入ネットワーク
を支援するなど、県内のグリーン購入の普及促進に取
り組んでいます。同法人の会員数は、企業392、行政
21、団体56（平成28年（2016年）4月1日現在）となっ
ています。

消費者教育の推進 〈県民活動生活課〉

消費者教育・学習の推進に当たっては、「消費者の自
立の支援」と「消費者市民社会の形成」を基本的な考え方
として、消費者が、消費生活に関する知識を習得し、適
切な行動に結びつける能力と態度を身に付けることがで
きるよう、また、持続可能社会の実現のため、消費者が
消費行動を通じて、より良いくらし、より良い社会の形
成に主体的に参画し、発展に寄与できるよう積極的に支
援します。

消費生活の足場ともいえる環境保全や、そのために行
われる環境教育は、持続可能な消費の実践を目指す消費
者教育との関わりが深いことから、これらと連携を図る
ことで消費者教育の効果を高めます。

日常生活や事業活動の中で、環境課題を「自分ごと」と
して捉え、環境に配慮した行動を自ら実践し、消費社会
の一員としての自立した消費者が育まれるよう、消費者
教育や環境学習などを通じて、環境に配慮した消費者行
動の推進に努めます。

「おいしが　うれしが」キャンペーンの推進
 〈食のブランド推進課〉

「おいしが うれしが」キャンペーンは、消費者の皆さ
んが県産農畜水産物やその加工品を知り、消費する機会
を増やすことによって、滋賀の食材や食文化の豊かさを
実感いただく「地産地消」を推進する運動です。

食べた人が「おいしい !」と言えば、提供した人が「うれ

しい !」と応える。会話がはずみコミュニケーションが図
れる滋賀らしい地産地消を進めています。

また、地産地消は、消費者に鮮度の良い食材を届ける
ことができるのも魅力です。

平成28年（2016年）3月末現在のキャンペーン参加
店舗数は1,401店舗です。各店舗での取組は、ホーム
ページ（http://shigaquo.jp/oishiga/）で紹介していま
すので、県産農畜水産物の魅力をお楽しみください。

◆ロゴマーク

◆キャンペーン参加店舗数の推移
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買い物ごみ削減の推進 〈循環社会推進課〉

これまでの大量生産、大量消
費、大量廃棄型の生活様式を見
直し、環境に配慮した行動を実
践して、それを生活習慣にまで
高める ｢新しい環境習慣｣ を提唱
し、その確立を目指した取組を
進めています。

事業者・県民団体および行政
で構成する「買い物ごみ減量推進
フォーラムしが」では、買い物に
ともなって生じるごみの減量や資源化の推進に取り組ん
でおり、一層のレジ袋の削減、マイバッグ等の利用を推
進 す る た め

「レジ袋削減
の取組に関す
る協定」を締
結 し て い ま
す。

環境にやさしい買い物キャンペーン

等が有する水質保全の技術やノウハウ等を用いて国
内外の水環境課題の解決を目指す「水環境ビジネス」
の取組を進めています。本取組は、諸地域の環境課
題の解決に貢献できるとともに、産学官民の協力に
よる新たな技術開発やノウハウの向上、本県企業の
ビジネスチャンス等につながるものであり、積極的
な展開を図ります。

また、農業においては、病害虫や雑草の防除等に
かかる生産者の労力・作業負担が環境こだわり農業
の普及の障害のひとつとなっていることから、生産
者が取り組みやすい農業技術の開発や防除技術の向
上、それらの普及に取り組みます。
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淡海エコフォスター制度  〈循環社会推進課〉

道路や湖岸
など公共的な
場所の美化お
よび保全のた
め、 県 民、 事
業者などが継
続的にボラン
ティアで清掃
し、ごみの散
乱を防止する

目的で、平成12年度から始まった制度です。
平成28年（2016年）3月末現在、384団体が知事と

の、13団体が市町長との合意に基づき活動を行ってい
ます。なお、この名称は、エコ（環境）とフォスター（育
成する）を結びつけ、「淡海」を冠したものです。

節電・省エネ提案会・診断の実施
  〈温暖化対策課〉

家庭における CO₂排出削減を促進するため、節電対
策に関する一般相談やパネル・実験器具を用いた啓発等
を行う「節電・省エネ提案会」を県内各地で開催していま
す。この提案会等においては、うちエコ診断士が各家庭
のエネルギー消費
状況や CO₂排出状
況を分析し、各家
庭の状況に応じた
きめ細かな CO₂削
減対策を提案する、

「うちエコ診断」を
実施しており、平
成27年 度 は158
件診断しました。

エコ交通の推進 〈交通戦略課〉

マイカー中心の交通体系から人にも環境にもやさしい
公共交通機関利用へのシフトを図るため、鉄道やバスな
どの公共交通機関と湖上交通や自転車・徒歩の組み合わ
せにより、自動車に乗らなくても県内を移動することが
できる交通体系「エコ交通」の環境整備を推進します。

地域の特色を活かした公共交通機関の利用促進とし
て地域のイベントと連携した鉄道誘客や、公共交通機
関を活用したモデルコースの情報発信、交通事業者と関
係団体が連携して取り組むエコ交通啓発事業を支援し
ています。

■自転車利用促進
人にも環境にもやさしい自転車の利用を推進するた

め、官民で構成する協議会を設置し、自転車の魅力を高
め、利用しやすい環境の検討を行うとともに、自転車の
利用促進や安全利用の啓発、情報の発信などに取り組ん
でいます。

にぎわいのまちづくり総合支援事業
   〈中小企業支援課〉

地域コミュニティの核である商店街のにぎわいを再生
し、地域の課題を解決する場としての役割を高めるため
に、「にぎわいのまちづくり総合支援事業」を実施してい

ます。地域課題には「地域資源の活用」や「環境」も含まれ、
地産地消や自転車利用拡大につながる事業、低炭素社会
実現に向けてのイベント等も支援しています。

滋賀らしい環境こだわり住宅の
　普及促進 〈住宅課〉

環境問題の解決に向けて、住宅分野においても環境へ
の負荷を低減する取組が求められています。

本県では、県産木材や地場産の素材などを使用した良
質な木造軸組住宅を「滋賀らしい環境こだわり住宅」と
位置づけ、平成19年（2007年）3月にその整備指針を
公表するなどして普及に取り組んでいます。平成20年

（2008年）12月には、「滋賀らしい環境こだわり住宅」
のつくり手となる設計者、施工者、木材供給者で構成さ
れるネットワークグループの登録制度がスタートし、平
成28年（2016年）6月末現在8グループが登録されてい
ます。

この登録制度を実施している「湖国すまい・まちづく
り推進協議会」では、環境こだわり住宅や登録グループ
に関する情報をホームページで紹介するなど、県民の皆
さんへの普及に努めています。

省エネ診断実施状況

エコ通勤優良事業所認証を
取得しました !!

〈交通戦略課〉

　エコ通勤とは、通勤手段
をマイカーから、より環境
負荷の少ない電車やバス、
自転車、徒歩などへ転換す
る取組のことを指します。
地球温暖化、渋滞緩和、事
故の削減などのほか、地域
の活性化につながることも
期待できます。

エコ通勤優良事業所認証
制度は、エコ通勤に関して高い意識を持ち、エコ通
勤に関する取組みを積極的に推進している事業所を
認証登録し、その取り組みを国民に広く紹介する制
度です。滋賀県では平成27年（2015年）3月に「エ
コ通勤優良事業所」認証を取得しました。これを機に、
地方機関や県内民間事業所の取組拡大を図り、県民
の意識の変革をもたらす全県的な取組に発展させる
ため、今後、情報の共有や発信を行っていきます。
◆県内のエコ通勤優良事業所数　:　30事業所
　（平成28年（2016年）3月現在）

近畿運輸局長から登録証の交付
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環境と調和する経済活動の推進

戦略的環境ビジネス育成の推進
 〈モノづくり振興課〉

産学官金の関係機関をネットワーク化した「滋賀県環
境産業創造会議」により、新エネルギー・省エネルギー
や水環境ビジネスなどの新規成長分野への中小企業の参
入を支援し、本県のエネルギー・環境関連産業の基盤を
さらに強固なものとすることを目指します。

また、環境関連ものづくり企業が集積する本県の強み
を活かし、本県企業が持つすぐれた製品・技術を県内外
に発信することにより販路開拓を支援します。

琵琶湖の保全の取組を生かした
　ビジネス展開 〈商工政策課〉

本県は、琵琶湖という大きな閉鎖性水域の保全に取り
組みながら、経済発展を遂げてきた地域です。その中で
産学官民に蓄積されてきた琵琶湖保全の技術・ノウハウ
を生かして、水環境ビジネスを推進するために、平成
25年3月に「しが水環境ビジネス推進フォーラム」（平成
28年7月現在 133企業・団体が参画）を設立しました。

このフォーラムを通じて、水環境ビジネスに関する情
報の発信や国内外に向けた PR、企業同士のマッチング
の機会の提供などにより、ビジネスプロジェクトの創出・
展開を図っています。

また、プロジェクトの一つである JICA 草の根技術協
力事業「観光島カットバの水環境改善に向けた協働体制
づくりの協力支援」では、平成27年より、企業、大学、
行政等が連携しながら、ベトナムの行政機関職員等の受
入研修や現地での技術指導を実施しています。

こうした取組やネットワークを足がかりとして、水環
境関連の企業や研究機関、技術や情報等が一層集積した、
自立的に水環境ビジネスが推進される「滋賀ウォーター
バレー」を目指しています。

セミナーの開催

ベトナムでの水環境改善プロジェクト

びわ湖環境ビジネスメッセの開催�
 〈モノづくり振興課〉

びわ湖環境ビジネスメッセは、「環境と経済の両立」を
基本理念に掲げ、持続可能な経済社会を目指し、環境産
業の育成振興を図るため、環境に調和した最新の製品・
技術・サービスなどを一堂に展示する環境産業総合見本
市です。平成27年度は、開催期間中に33,080人が来
場しました。19回目となる平成28年度は、10月19日
から21日まで長浜バイオ大学ドームで開催しました。

低炭素社会づくりへの製品等を
　通じた貢献量評価の推進 〈温暖化対策課〉

事業活動における自社の温室効果ガス排出削減に加え
て、製品の使用やサービスの使用段階での省エネなど他
者の温室効果ガス排出削減に貢献する事業活動（貢献取
組）も定量的に算定し、評価することによって、低炭素
社会に貢献する製品やサービスの開発や普及の拡大を進
めています。
「滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例」に基づ

く事業者行動計画書において、平成27年度に提出され
た報告書全体のうち139件に貢献取組の記載がありまし
た。そのうち年間の数値に換算することが可能な20件
についての貢献量（県内の事業所が、県外の温室効果ガ
ス排出量の削減に貢献した量）を試算（※）すると、およ
そ310万 t-CO2、県域の温室効果ガス排出量の約22%
に相当する値となりました。

※あくまで換算可能な取組のみの貢献量であり、本県
の産業全体に拡大推計したものではありません。

※報告書記載の貢献量について、重複算定をしないよ
う一定の条件のもと算定したものであり、結果は実態と
比較して過大評価・過小評価のどちらの可能性もありう
るものです。

自社の削減
（従来の評価） 事業活動の

低炭素社会へ
の貢献

他者での削減 （使用段階等 )
（新たな評価）

滋賀エコ・エコノミー推進事業
   〈温暖化対策課〉

環境と経済が両立した環境成長経済の実現に向けて、
本県経済界と本県が協働して、平成19年度より「滋賀エ
コ・エコノミープロジェクト」に取り組んできました。

このプロジェクトでは、県内企業等からの資金の任意
拠出により「しが炭素基金」（最終196者（社）が拠出）を
創設し、低炭素社会を形成していく事業を促進してきま
した。「しが炭素基金」による取組は、平成26年4月に公
営財団法人淡海環境保全財団へ引き継がれ、滋賀エコ・
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エコノミー推進事業として、同財団が中心となり取り組
んでいます。

平成27年度は、セミナーの開催や温室効果ガス排出
削減に貢献する製品・サービスを生み出す事業活動を
行った4事業所に対して滋賀県低炭素社会づくり賞（低炭
素化事業部門）の表彰を行うとともに、4事業所への出前
講座を実施しました。

〈平成27年度受賞事業所〉（※50音順）
・株式会社アオヤマエコシステム（大津市）
・湖北工業株式会社（長浜市）
・滋賀特機株式会社（大津市）
・株式会社セブンワンツリーズ（野洲市）

マザーレイク滋賀応援寄附の促進
 〈企画調整課〉

琵琶湖を愛する方や滋賀の歴史・文化に魅力を感じる
方、滋賀県を「ふるさと」として応援したいと思っておら
れる方の思いに応えるため、「マザーレイク滋賀応援寄
附条例」を制定し、寄附の促進に努めています。いただ
いた寄附は、琵琶湖の環境保全や歴史的文化的資産の保
存などに活用しています。

環境こだわり農業の推進 〈食のブランド推進課〉

■環境こだわり農業の普及拡大
平成15年（2003年）に「滋賀

県環境こだわり農業推進条例」を
定め、平成16年度からは、県や
国の支援制度により、環境こだ
わり農業に取り組む農業者に経
済的支援を行ってきました。

平成27年度には、環境こだわ
り農産物栽培面積は14,983ha
に達し、このうち水稲では作付
面積の43% で取り組まれるまで
拡大しています。引き続き、環境こだわり農業が本県農
業のスタンダードになるよう推進していきます。

■�環境こだわり農産物栽培面積と化学合成農薬使用
量の推移
環境こだわり農産物栽培面積が拡大するとともに、県

内の化学合成農薬の使用量は減少しています。

※環境こだわり農産物栽培面積……… 生産計画認定時の面積
※農薬使用量…………………………… 県内への出荷量（前後1年を含む3年間の平均）
 平成12年（平成11 〜13年の平均）を100% とする

環境保全型農業直接支払の取組面積は全国の20% を
占め、全国1位です。

■流域みんなで支える環境こだわり農業
環境こだわり農業の一層の拡大のためには、環境こだ

わり農産物が広く利用・購入される必要があります。
消費者に積極的に環境こだわり農産物を選んで買って

いただくために、「食べることで、びわ湖を守る。」を合
言葉に、農業者の琵琶湖に対する思いを込めたポスター、
リーフレットを作成し、量販店や直売所等で掲示いただ
くなど普及啓発を進めています。

さらに、県内のみならず、琵琶湖・淀川流域の消費者
の理解促進と利用拡大を図るため、京阪神に向けた PR
を行っています。

みずすまし構想の推進 〈農村振興課〉

「みずすまし構想」は住民参加を基本とした、農村地域
の水質および生態系・景観の保全を目的としています。
この構想の実現に向けて、各地域のみずすまし推進協議
会が策定した行動計画に基づいて、環境に配慮した施設
の整備や水質汚濁負荷削減に取り組む地域活動への支援
を行っています。

農村地域住民活動支援事業 〈農村振興課〉

豊かな田園空間や農村地域のコミュニティ機能維持の
ためには、非農家を含めた農村地域住民と行政などとの
パートナーシップによる農村環境保全活動の推進が必要
です。

そのため、活動に取り組む地域リーダーの育成、持続
的な活動を支援するための専門家の紹介、活動組織等に
向けた情報発信などを行っています。
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湖国の景観・文化遺産の保全

風景条例に基づく景観施策  〈都市計画課〉

本県では、昭和59年に、琵琶湖を中心としたひろが
りとつながりのある風景を守り育てるため、「風景条例」
を制定し、琵琶湖景観形成地域等の景観形成上重要な区
域の指定や、琵琶湖周辺における建築物の高さ制限、住
民による風景づくりのための近隣景観形成協定制度を定
めました。平成16年6月には「景観法」が制定され、現在
は県内全13市が法に基づく景観行政団体となり、県の
施策を受け継いだ上で、各々、特色ある地域景観に対す
る取り組みを進めています。

一方、県内の景観行政団体が連携した取り組みを行う
場として、「滋賀県景観行政団体協議会」を設立し、県と
市が連携して琵琶湖の眺望景観や歴史的街道の景観形成
に対する取り組みを進めています。

文化的景観の保護と活用
 〈教育委員会文化財保護課〉

滋賀県には人々の営みと琵琶湖の織りなす美しい景観
が現在まで残っています。このような景観は「文化的景
観」と呼ばれるもので、その中で特に優れたものは、国
が「重要文化的景観」として選定しています。本県では、

「近江八幡の水郷」、「高島市海津・西浜・知内の水辺景観」、
「高島市針江・霜降の水辺景観」、「東草野の山村景観」、「菅
浦の湖岸集落景観」、「大溝の水辺景観」が選ばれました。

また、県では「琵琶湖と水が織りなす文化的景観所在
確認調査報告書」（平成23年3月）を作成し、こうした文
化的景観を文化財として保護し、活用する取り組みを進
めています。
◆県指定（選定）文化財の件数（平成28年3月現在）
　 419件
◆登録有形文化財の件数（平成28年3月現在） 371件

重要文化的景観　菅浦の湖岸集落景観
（長浜市教育委員会提供）

田園地帯の景観の形成 〈農村振興課〉

田園地帯においては、農業が営まれることにより、田
畑の作物と家並み、その周辺の水辺や里山が一体となっ
た美しい田園景観を形成しています。しかし、過疎化や
高齢化により集落機能が低下し、こうした田園景観の維
持が困難となるケースが散見されています。

一方で、県民の健康志向や環境意識の高まりは、「ゆ
とり」や「やすらぎ」を求める生活スタイルへと変化し、
田園地帯の豊かな自然や美しい景観、伝統、文化などの
魅力が再評価されつつあります。

県では県内農地の約7割で取組まれている「世代をつな

ぐ農村まるごと保全向上対策」の中で、草刈や景観形成
植物の植栽など、空間的広がりを持った田園地帯の景観
形成に対する活動を支援しています。

芝桜の植栽（長浜市木之本町杉野）

棚田保全ネットワーク推進事業
 〈農村振興課〉

棚田は、農業生産活動を通じて、県土の保全や水源か
ん養、農村景観や伝統文化の保全などの多面的な機能を
発揮しています。しかし、過疎・高齢化や農家の減少、
獣害の頻発などにより、耕作されない棚田が年々増えて
いるため、平成16年度より、「棚田ボランティア制度」
を導入し、地域住民と都市住民とが協働で行う保全活動
を支援しています。

現在は、県内9地区でボランティアを受け入れての保
全活動が実施されており、平成27年度は延べ362人の
ボランティアの参加がありました。さらに、平成21年
度より「棚田トラスト制度」を導入し、活動を応援してく
ださる企業や個人などから寄附金を募り、活動組織の安
定化に向けた支援を行っています。

棚田地域

・活動計画

・活動支援
・運営体制整備支援

・ボランティア
　募集案内
・各棚田地域の
　活動案内

・問い合わせ
　窓口

・ボランティア活動への参加

・癒しの場、自己実現の場

・寄附金

・寄附金

・実績報告
・棚田米等

・実績報告
・税法上の優遇措置

棚田ボランティア制度
棚田トラスト制度

寄附者
（トラスト制度）

都市住民等
（ボランティア制度）

滋賀県

沿道景観の創造 〈道路課〉

道路は、生活に密着した社会基盤（空間）で、良好な生
活環境を創造する上で、大切な役割を担っており、美し
い景観を構成する重要な要素の一つです。

このため、まちづくり計画と整合を図りながら、道路
緑化や電線類の地中化など、親しみとうるおいのある道
づくりを沿道住民の皆さんとともに進めています。

また、道路植栽の維持管理についても、地域住民や企
業と連携して取り組み、道路への愛着心を醸

か も

しながら、
沿道景観づくりを推進しています。

第１部

第
２
章
環
境
保
全
の
視
点
が
社
会
・
経
済
活
動
に
織
り
込
ま
れ
た
地
域
社
会
へ

滋賀の環境201618



道路愛護活動事業（長浜市）

歴史的文化遺産 〈教育委員会文化財保護課〉

本県は、奈良や京都といった古くからの政治や経済、
文化の中心地に近く、また交通の要衝としても重要な地
域でした。そのため寺院・神社や民家等の建造物、仏像
や絵画等の美術工芸品、民具や祭礼等の民俗文化財、遺
跡や庭園等の史跡名勝天然記念物、文化的景観などの優
れた文化財が数多く残されています。

県では、「滋賀県文化財保護条例」に基づき、これらの
文化財調査・指定（選択）・保存修理・公開・教育普及な
どに取り組んでいます。

国指定重要無形民俗文化財
大津祭の曳山行事　大津市

ふるさと文化財の森 〈教育委員会文化財保護課〉

国宝や重要文化財などの文化財建造物を修理し、後世
に伝えていくためには、木材や檜皮、茅、葭、漆などの資
材の確保とこれに関する技能者の育成が必要です。文化
庁は、修理に必要な資材の供給地および研修地を「ふるさ
と文化財の森」として平成18年度から設定しています。

本県では、平成28年（2016年）3月18日に東近江市
所在の「瓦屋禅寺境内林」が県内で3箇所目の「ふるさと文
化財の森」として設定されました。

この度の設定地は、県内初の檜皮葺屋根の材料供給地
となります。今後文化財建造物の保存のために必要な檜
皮の安定的な確保とともに、これらの資材に関する普及
啓発活動の展開が期待されます。

瓦屋禅寺境内林

檜皮採取の様子

（株）伊藤園「お茶で琵琶湖を
美しく。」キャンペーン !!!

〈琵琶湖政策課〉

株式会社伊藤園では、平成20年から「お茶で琵琶
湖を美しく。」と題し、日本茶飲料「お〜いお茶」製品
のパッケージなどをとおして、琵琶湖の環境保全の
必要性を啓発するとともに、売上の一部を滋賀県が
推進する琵琶湖環境保全活動にご寄付いただいてい
ます。滋賀県ではご寄付を琵琶湖のヨシ群落の保全・
育成事業（ヨシ帯再生、ヨシ帯維持管理、ボランティ
ア活動助成）に活用しています。また、キャンペーン
の一環として琵琶湖の風景等を題材としたフォトコ
ンテストを開催し、受賞作品を琵琶湖博物館で展示
することで、琵琶湖の美しさ、大切さを伝えています。

このほか、伊藤園では、東近江市の伊庭内湖にお
いて社員や一般参加者等によるヨシ刈りボランティ
ア活動も実施されています。

ヨシ刈りボランティア活動

フォトコンテスト写真展
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「生態系の保全・再生」と
「暮らしとの関わりの再生」を進めます。

〈現況〉
高度経済成長期以降、地域開発等を通じて得た安全・

安心や便利さと引き換えに、私たちと水の距離は広が
り、琵琶湖と人とのつながりは希薄なものとなりまし
た。その結果、私たちは身近な生態系の変化にも気づ
くことが難しい状況にあると考えられます。そのため、
本県においては、湖とその集水域全体におけるつなが
りへの配慮という視点に立ち、水質保全、水源かん養、
自然的環境・景観保全等の取組を進めてきました。

琵琶湖に関連する事象やその評価の視点は様々であり
ますが、その一つの見方として、近年の琵琶湖と暮らし
に関する状態や傾向を、「湖内」・「湖辺域」・「集水域・暮
らし」の観点から整理すると、本県がこれまで進めてきた
下水道の整備や、工場・事業場の排水規制等の汚濁負
荷削減対策により、琵琶湖や河川の水質等の状況は改善
傾向が見られる一方、在来魚介類の漁獲量の減少、希
少野生動物種数の増加、水草の大量繁茂など、琵琶湖
流域の生態系に関する課題が生じています。また、私た
ちの暮らしにおいても、例えば第一次産業の従事者数が
減少傾向にあるように、自然と関わりながら生きる暮らし
が失われつつあります（図表12、図表13）。

〈課題および今後の取組〉
水質は改善傾向にある一方で、在来の生きものは減

少しており、その原因については、外来魚の増加や生
息環境の悪化などの直接的な影響のほか、栄養塩バラ
ンスやプランクトンの種組成の変化といった琵琶湖の
生態系のバランスの変化が食物連鎖を通じて生きもの
に影響を与えている可能性などが考えられますが、明
らかとなっていません。

加えて、私たちの暮らしと琵琶湖のつながりも希薄
化が懸念されています。

そのため、県では、健全な琵琶湖を次世代に引き継
ぐための指針である「琵琶湖総合保全整備計画（マザー
レイク21計画）〈第2期改定版〉」に基づき、「琵琶湖流
域生態系の保全・再生」と「暮らしと湖の関わりの再生」
の2つの視点から取組を進めています。

琵琶湖流域生態系の保全・再生への
取組

■「琵琶湖のゆりかご」としての南湖再生
南湖は、「琵琶湖のゆりかご」と呼ばれているように、

様々な魚の産卵・生育に適しており、南湖だけでなく
琵琶湖全体の生態系にとって貴重な水域です。しかし
ながら、水草の大量繁茂や在来魚介類の減少など、南
湖の生態系に歪みを示す現象が続いており、自然環境
等の重点的な保全・再生に取り組む必要があります。

特に、近年、南湖においては、夏になると湖底の約9
割を水草が覆う状況にあります。水草帯は、魚類等の産
卵や発育・生育の場等として、琵琶湖を形づくる重要な
構成要素ですが、水草が大量に繁茂すると、湖流の停滞

第3章　琵琶湖の健全性を確保し、琵琶湖と人が共生する社会を次世代に継承

湖
内

・全窒素・全リンなどの栄養塩類の濃度は減少傾向にあり、富栄養化の
進行は引き続き抑制されています。

・プランクトンの異常発生である淡水赤潮、アオコについては、平成27
年度は赤潮の発生はありませんでしたが、アオコは4水域で5日発生し
ました。

・フナ、セタシジミ、ホンモロコ等、琵琶湖の魚介類の漁獲量は減少し
ています。

・オオクチバスやブルーギルなどの外来魚は、駆除やリリース禁止など
の取組により、推定生息量が減少傾向にありますが、この2年の推計
値では増加しています。

湖
辺
域

・平成26年度は、南湖における水草の現存量が過去最大となり、特に、「コ
カナダモ」が大繁茂しました。このため、表層刈り取りや根こそぎ除去
を実施しました。

・オオバナミズキンバイ等の外来水生植物の生育面積が拡大しており、
各種対策により繁茂を抑制しています。

・ヨシ群落の面積は、平成27年度は約183ha にまで回復しました。

集
水
域
・
暮
ら
し

・平成27年度の「河川の環境基準の達成率（BOD の環境基準を達成した
河川数÷全24河川）」は88% で、近年は横ばいの状況です。

・環境こだわり農業による農作物栽培面積は、平成27年度に14,983ha
まで増え、化学合成農薬使用量も減少しています。

・農業就業人口は、担い手への農地集積が進み、年々減少しています。

・林業従事者数は、年々減少しているものの、県民の主体的な参画によ
り水源林の保全を支えていく形態が増加しています。

・漁業就業者数は、昭和50年代以降、大きく減少しています。

図表13　琵琶湖と暮らしに関する主な事象

分
類 指標（カテゴリー）

状態 傾向

よい
悪く
はな
い

悪い
評価
でき
ない

改善
して
いる

変わ
らな
い

悪化
して
いる

評価
でき
ない

湖
内

琵琶湖の水質

琵琶湖の植物プランクトン

琵琶湖漁業の漁獲量（魚類等）

琵琶湖の底質
北湖
南湖

湖
辺
域

琵琶湖の水草
（主に沈水植物）

北湖
南湖

琵琶湖のヨシ

琵琶湖漁業の漁獲量（貝類）

希少野生生物種

集
水
域
・
暮
ら
し

河川の水質

一次産業（就業者数・生産額）

環境と調和した農業

森林の状況

よい（目標値を達成している等、よ
い状態にあることを示す）

改善している（経年的に改善傾向に
あることを示す）

悪くはない（目標値には達していな
いが、悪くはない状態にあること
を示す）

変わらない（経年的な傾向が明確に
は見られないことを示す）

悪い（目標値には遠く、悪い状態に
あることを示す）

悪化している（経年的に悪化傾向に
あることを示す）

評価できない（データが不十分、見
方により変わる等の理由で評価が
できないことを示す）

評価できない（データが不十分、見
方により変わる等の理由で評価が
できないことを示す）

「状態」の評価 「傾向」の評価

図表12　琵琶湖と暮らしに関する状態・傾向

出典 : 琵琶湖と暮らし2016（マザーレイクフォーラム「びわコミ会議」資料）
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による水質の悪化や底層の低酸素化、湖底の泥化など
従来の自然環境や生態系に大きな影響を与えると考えら
れます。

本県では、南湖の望ましい水草繁茂の状態とされて
いる1930 〜1950年代の20 〜30 km2程度（南湖の
面積 :52.5km2）の面積に近づけるため、繁茂状況をモ
ニタリングしながら、表層刈り取りや根こそぎ除去を
実施しています（図表14）。また、刈り取った水草を
堆肥化し、かつてのように農地で有効利用することに
より、資源の循環利用を推進するとともに暮らしと湖
のつながりの再生にも取り組んでいます。

さらに、水草の大量繁茂により、固有種のホンモロ
コ等の移動が阻害されていることから、南湖の産卵繁
殖場から北湖まで連続した水草刈り取りによる移動経
路の確保と種苗放流を実施し、漁場の再生を図ってい
ます。

水草対策のみならず、外来魚（ブルーギル・ブラック
バス等）や外来植物（オオバナミズキンバイ等）の駆除、
砂浜やヨシ帯等の自然湖岸の保全・再生、湖底環境の
改善など、総合的な対策により、湖辺域の環境を回復
し、ホンモロコやセタシジミなどの在来魚介類でにぎ
わうかつての南湖を取り戻すことを目指します。

図表14　琵琶湖の水草除去量
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平成27年平成26年平成25年平成24年平成23年
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4,7484,748 4,7814,781

5,171

6,454

（t） ※表層刈り取り・根こそぎ除去の合計

■「在来魚介類のにぎわい復活」に向けた連携に�
よる取組の展開
琵琶湖で生じている生態系の歪みを是正し、かつて

の魚たちのにぎわいを復活させるためには、琵琶湖で
今起こっている現象や多種多様に絡み合う要因につい
て正確に把握し、関係機関が主体的に有効な対策を取
ることが必要です。

本県では、県庁の行政部局と試験研究機関で構成す
る「琵琶湖環境研究推進機構」を設置し、環境や水産な
ど分野横断による総合的な視野に基づく課題解決を図
ることとしており、現在、喫緊の課題である「在来魚介
類のにぎわい復活」に向けた研究に取り組んでいます。
この研究では、在来魚介類の生息環境の再生を図るた
め、「水系のつながり」の視点で、森・川・里・湖にお
ける変化とその影響を調査するとともに、餌環境の再
生を図るため、「生物のつながり」の視点でリンなどの
水質と、植物プランクトン、動物プランクトン、魚介
類の相互関係の解明を進めています。

また、行政と事業者で「魚たちのにぎわいを協働で復
活させるプロジェクト」チームを設置し、琵琶湖で生じ
た主要な事象や課題について関係者間で情報を共有す

るとともに、事象間の関連性について検討を行い、そ
の知見を各機関の取組に活かしています（図表15）。

図表15　平成27年度に琵琶湖で生じた主要な事象の関連図

   

暮らしと湖の関わりの再生への取組
生態系の保全・再生のためには、人々の暮らしや産

業活動において、琵琶湖をはじめ身近な水環境への関
心や理解を深め、環境への負荷を最小限に抑える取組
を継続して進めることが重要です。

特に、第一次産業は、自然環境に対する直接的な働
きかけが生産活動の基本であるため、自然との関係性
が深く、琵琶湖とその集水域の環境に影響を与えやす
いと考えられます。そのため、農林水産業をはじめと
する様々な生業（なりわい）が、琵琶湖流域の環境と調
和する形で活性化することを目指し、県産の農林水産
物の利用促進などの各種取組を進めています。

また、環境美化、ヨシ群落保全、外来動植物の駆除
等の地域活動・ボランティア活動を支援する仕組みづ
くりや環境学習等、琵琶湖流域との関わりを生み出す
ための様々な機会の充実を図ります。
　さらに、琵琶湖に対する理解を深めるとともに、琵
琶湖の保全に主体的に参画する機運を高めるため、マ
ザーレイク21計画の進行管理を、県民、NPO、事業
者など多様な主体との協働により進めてきました。

そうした取組の一つとして、活動分野を超えて交流
しながら、琵琶湖の現状や施策の方向性について話し
合うマザーレイクフォーラム「びわコミ会議」を開催し
ています。平成28年度は8月20日に開催し、テーマ
を「恵み　味わい　暮らし　つなぐ」として、各団体か
らの発表や小グループに分かれての話合いなど、全員
参加型による意見交換を行いました（参加者数212人、
参加団体数76団体）。琵琶湖の保全再生に向けて、さ
らに多くの個人や団体が関わり、新たな活動の展開に
つながるよう参加者の拡大に取り組みます。
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琵琶湖総合保全整備計画（マザーレイク21計画）� 〈琵琶湖保全再生課〉

琵琶湖総合保全整備計画（マザーレイク21計画）は、「2050年頃の琵琶湖のあるべき姿」を念頭に置き、健全な琵
琶湖を次世代に引き継ぐための指針であり、平成23年10月に第2期計画として改定しました。

新しいマザーレイク21計画（第2期改定版）は、琵琶湖と人との共生に向け、「思いをつなぎ、命をつなぐ。母なる
湖のもとに」のサブタイトルが示すとおり、さまざまな「つながり」がキーワードとなっています。

計画の目指すもの�
◆基本理念 : 琵琶湖と人との共生　　 
◆あるべき姿 : 活力ある営みのなかで、

　　　　　　　　琵琶湖と人とが共生する姿
◆基本方針 : ①共感　②共存　③共有
◆計画期間 : 平成11年度〜平成32年度

第1期 : 平成11年度
　　　　〜平成22年度
第2期 : 平成23年度
　　　　〜平成32年度

第2期計画期間の2本の柱
第2期改定版では、新たな取組の方向性と

して「琵琶湖流域生態系の保全・再生」と「暮
らしと湖の関わりの再生」を計画の柱に据え
ました。
「琵琶湖流域生態系の保全・再生」では、琵

琶湖流域を「湖内」「湖辺域」「集水域」の3つ
の場に区分し、それらの「つながり」とともに
目標と指標を設定して取り組みます。
「暮らしと湖の関わりの再生」では、「個人・家庭」「生

な り

業
わ い

」「地域」の3つの段階に分け、それらの「つながり」ととも
に目標と指標を設定して取り組みます。

2種類の指標による複層的な評価
これまでは、個々の施策の進捗状況（アウトプット）により計画を評価していましたが、

琵琶湖の総合的な保全という観点からは、施策を実施した結果現れる環境や社会の状態（ア
ウトカム）がどの程度改善されたかを評価すべきと考えます。

このことから、環境や社会の状態を表す「アウトカム指標」と施策の進捗状況を表す「アウ
トプット指標」を設定し、これらを用いて、目標の達成の度合いを複層的に捉え、計画の進
行管理を行っています。このうちアウトカム指標に着目し、「いま、琵琶湖とそれを取り巻
く私たちの暮らしがどのような状態にあるのか ? これまでどのような経緯をたどってきた
のか ?」を端的に理解するための資料として、レポート「びわ湖と暮らし2016　指標でみ
る過去と現在（State of the Lake Biwa and Our Life）」を作成しました。

段階的な計画目標

第　１　期 第　２　期

　　　　図　段階的計画目標

＜つながりへの配慮＞
地域を越えた活動のための仕組みづくりと、普段
の生活の中での湖との関わりの定着

＜つながりへの配慮＞
湖内・湖辺域・集水域を行き来する在来生物の増加

■琵琶湖流域生態系の保全・再生 ■暮らしと湖の関わりの再生

＜湖辺域＞

絶滅に瀕する
在来種の種
数と外来種の
減少、在来魚
介類の再生
産の回復と漁
獲量の増加、
湖岸景観の
回復

＜集水域＞

適切に管理
された森林や
生物多様性
に配慮した農
地の増加と
在来生物の
回復

■水質保全
昭和４０年代前半レベルの
流入負荷

■水源かん養
降水が浸透する森林、農
地等の確保

■自然的環境・景観保全
生物生息空間（ビオトープ）を
つなぎネットワーク化するため
の拠点の確保

第１期目標

第２期目標 あるべき姿

＜個人･家庭＞

身近な水環
境と親しみ、
自らのライフス
タイルを見直
していく人の
増加

＜生業＞
（なりわい）

琵琶湖流
域保全と調
和した生業
の活性化
と、企業に
よる地域の
環境や文
化の保全・
再生活動

＜地域＞

地域固有の
環境、文化
や歴史の再
評価と、それ
らを保全す
る活動や取
り組みの活
発化

■活力ある営みの中で

琵琶湖と人とが共生する

姿

将来・長期

２０１０年度 ２０２０年度 ２０５０年度１９９９年度

＜湖内＞

良好な水質
と栄養塩バラ
ンスの回復

多様で豊か
な在来生物
群集の再生

県民・事業者の
主体的取り組み行政の施策

琵琶湖流域の総合保全

つながり
地域を越えた活動のための仕組み
づくりと、普段の生活の中での湖との
関わりの定着

個人・家庭
身近な水環境と親しみ、自
らのライフスタイルを見直し
ていく人の増加

生業（なりわい）
琵琶湖流域保全と調和した
生業の活性化と、企業によ
る地域の環境や文化の保
全・再生活動の活発化

地域
地域固有の環境、文化や
歴史の再評価と、それらを
保全する活動や取り組み
の活発化

湖内
良好な水質と栄養塩バラン
スの回復と、多様で豊かな
在来生物群集の再生

湖辺域
絶滅に瀕する在来種の種
数と外来種の減少、在来魚
介類の再生産の回復と漁
獲量の増加、湖岸景観の
回復

集水域
適切に管理された森林や
生物多様性に配慮した農
地の増加と、在来生物の回
復

つながり
湖内・湖辺域・集水域を行き来する
在来生物の増加

暮らしと湖の関わりの再生琵琶湖流域生態系の保全・再生

行政と県民・事業者
の連携

暮らしと湖の関わりと
琵琶湖流域生態系の

つながり

第2期計画期間における新たな取組の方向性
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マザーレイク21計画の進行管理
計画の進行管理では、状況に応じ、施策の内容だけでなく、目標や指標も修正を加える「順応的管理」の手法を取り

入れています。計画の評価段階では、目標の達成状況について、指標と施策（事業）の進捗状況から、複層的な評価を
行います。その際の多様な主体の参画の場となるのが「マザーレイクフォーラム」です。

マザーレイクフォーラム
マザーレイクフォーラムは、県民、NPO、行政等、琵

琶湖流域に関わる多様な主体がお互いの立場や経験、意
見の違いを尊重しながら、「思い」と「課題」によってゆる
やかにつながり、琵琶湖の将来のためにみんなで話し合
うとともに、マザーレイク21計画の進行管理の一部を担
う「場」です。平成24年3月25日にマザーレイクフォー
ラムを立ち上げ、「びわコミ会議」（第2回目以降から円
卓会議を「びわコミ会議」に改称）の開催と、インターネッ
トを通じて情報交換を行うみんなの情報交流サイト「マ
ザーレイクフォーラム」やフェイスブックの運営により、
琵琶湖の保全に向けての行動や新たな活動への展開を推
進しています。

第6回マザーレイクフォーラム
びわコミ会議

（平成28年8月20日）の様子

水草刈取船を新規購入しました !
〈琵琶湖政策課〉

水面近くの水草刈取りは、これまで県が保有する
水草刈取船「スーパーかいつぶりⅡ」、水草除去船「げ
んごろう」の2台を用いて実施してきましたが、近年
の大量繁茂に対応し、水草刈取能力の強化を図るた
め、平成27年度に水草刈取船「スーパーかいつぶり
Ⅲ」を購入しました。平成27年8月からは、刈取船
２台と除去船１台により大量に繁茂する水草の刈取
りを進めています。

新規購入した「スーパーかいつぶりⅢ」

第１部
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琵琶湖の水質
� 〈琵琶湖政策課、琵琶湖環境科学研究センター〉

水質の目標
河川や湖沼の水質保全を進めるための目標として環境

基準が定められています。環境基準は、「環境基本法」に
基づいて国が定めているもので、水質については、「人
の健康の保護に関する環境基準（健康項目）」と「生活環
境の保全に関する環境基準（生活環境項目）」があります。
また、環境基準以外にも「要監視項目」および「その他項
目」が定められています。

調
査
項
目

一般項目 気温、水温、透明度、水色

生活環境
項目

水素イオン濃度（pH）、溶存酸素（DO）、生物化学的酸素
要求量（BOD）、化学的酸素要求量（COD）、浮遊物質（SS）、
大腸菌群数、全窒素（T-N）、全りん（T-P）、全亜鉛、ノニルフェ
ノール、LAS

健康項目

カドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、ひ素、総水銀、ア
ルキル水銀、PCB、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ
ン、四塩化炭素、ジクロロメタン、1,2- ジクロロエタン、1,1,1-
トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエタン、1,1- ジクロロ
エチレン、シス -1,2- ジクロロエチレン、1,3- ジクロロプロ
ペン（D-D）、チウラム、シマジン（CAT）、チオベンカルブ（ベ
ンチオカルブ）、ベンゼン、セレン、ほう素、ふっ素、硝酸性
窒素及び亜硝酸性窒素、1,4- ジオキサン

要監視項目

ニッケル、モリブデン、アンチモン、トランス -1,2- ジクロロ
エチレン、1,2- ジクロロプロパン、p- ジクロロベンゼン、イ
ソキサチオン、ダイアジノン、フェニトロチオン、イソプロチ
オラン、オキシン銅、クロロタロニル、プロピザミド、EPN、
ジクロルボス、フェノブカルブ、イプベンホス、クロルニトロ
フェン、トルエン、キシレン、フタル酸ジエチルヘキシル、塩
化ビニルモノマー、エピクロロヒドリン、全マンガン、ウラン、
クロロホルム、フェノール、ホルムアルデヒド、4-t- オクチル
フェノール、アニリン、2,4- ジクロロフェノール

その他項目

アンモニア性窒素、有機性窒素、りん酸イオン、珪酸、クロ
ロフィル（a,b,c）、フェオ色素、塩化物イオン、糞便性大腸
菌群数、溶解性 COD、溶解性全有機炭素、粒子性全有機炭
素、全有機炭素、下層 DO、大腸菌数、植物プランクトン

■琵琶湖表層水質調査
琵琶湖における環境基準の達成状況などの監視ととも

に水質の変動を把握するため、国土交通省近畿地方整備
局、水資源機構と本県が共同で北湖31定点、南湖20定
点の計51定点で琵琶湖表層水質の調査を月1回実施して
います。このうちの数地点を環境基準点として設定して
います。

平成27年度調査結果

■透明度
北湖では、5.6mと平成26年度より少し低い値でした。

南湖では、2.6m と平成26年度並の値でした。
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■生物化学的酸素要求量（BOD）
北湖では、0.4㎎ /ℓと平成26年度より少し低い値で

した。南湖では、0.9㎎ /ℓと平成26年度並の値でした。
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■化学的酸素要求量（COD）
　平成10年度以降高止まり傾向にあった北湖の COD
は、2.3㎎ /ℓと平成26年度並の値で、ここ3年は低い
傾向にあります。南湖では、3.0㎎ /ℓと平成26年度並
の値でした。
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■浮遊物質（SS）
北湖では、0.9㎎ /ℓと平成26年度より少し低い値で

した。南湖では、2.7㎎ /ℓと平成26年度並の値でした。
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